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はじめに 
 
 

 中小企業団体中央会では、昭和３９年より政府指定事業の一環として、全国

規模で「中小企業労働事情実態調査」を実施してきました。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大は依然として続いています

が、瀬戸内国際芸術祭の開催や海外からの渡航制限の解除、全国旅行支援が始

まったことによって人の往来が活発になり、経済活動も一定の回復の兆しを見

せ始めています。 
また、ロシアによるウクライナ侵攻に伴う燃料価格の高騰や円安等による

様々な品目の物価上昇は、生活環境及び事業環境に大きな変化をもたらしてい

ます。 
このため、本年度は、従来の調査項目に加えて、原材料費増加の影響等につ

いて調査し、調査結果の中からいくつか要点を抽出して報告書を作成しまし

た。 

 本報告書が、県内中小企業の労働事情の実態の把握と現状に即した対応をお

考えいただく上で、多少なりとも参考になれば幸甚です。 

 最後に、本調査の実施にあたり格別のご協力をいただきました関係組合及び

調査対象事業所に対しまして、厚くお礼申し上げます。 

 

令和４年１２月 
 

香川県中小企業団体中央会 
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調査実施要領 

 

１．調査の目的 

 香川県内における中小企業の労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに中央会労働

支援方針の策定に資することを目的として、毎年定期的に実施するものである。 

 

２．調査機関 

 香川県中小企業団体中央会 

 

３．調査実施方法 

 会員組合への依頼による郵送調査 

 

４．調査時点 

 令和４年７月１日 

 

５．調査対象事業所 

 ６００事業所（製造業・非製造業） 

 

６．調査対象の選定 

 県内の従業員規模３００人以下の中小企業を任意抽出し一定業種に偏しないよう選定した。 

 

７．調査の主な内容 

 （１）経営状況に関する事項 

 （２）労働時間に関する事項 

 （３）有給休暇に関する事項 

 （４）従業員の採用及び給与に関する事項 

 （５）育児・介護休業に関する事項 

 （６）教育訓練に関する事項 

（７）価格転嫁に関する事項 

 （８）賃金改定に関する事項 
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回答事業所の概要 
 

１．回答事業所数  有効回答数 ２４６事業所 

 
 令和４年度調査の回答事業所は、調査対象６００事業所のうち、製造業１２０事業所、非製造業１２６事業所の

合計２４６事業所で、回答率は４１．０％であった。（昨年度４６．８％） 
 

       
 
２．労働組合の有無 

 
 労働組合のある事業所は、１４事業所であり、香川県内の組織率は５．７％であった（昨年度１４事業所、組織率

５．０％）。 
 労働組合の組織率を規模別にみると、「３０～９９人」及び「１００～３００人」が１４．３％と最も高い。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

製造業

48.8%
非製造業

51.2%

産業別構成比

１～９人

33.7%

10～29人

35.0%

30～99人

25.6%

100～300人

5.7%

規模別構成比

労働組合の有無及び組織率

あ　る な　い

18,811 13,332 17,479 70.9%
246 14 232 5.7%

83 1 82 1.2%
86 2 84 2.3%
63 9 54 14.3%
14 2 12 14.3%

　　１０～２９人　　　　

　　３０～９９人　　　　

　　１００～３００人　　

組織率

　全　国　　　　　　

　香　川　　　　　　　

　　１～９人　　　　　　
規

模

別

事業所数
労働組合の有無
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３．常用労働者数 

 
 香川県の回答事業所における常用労働者数は７，４６７人で、内訳は男性４，９５９人（６６．４％）、女性 
２，５０８人（３３．６％）となっており、女性の構成比が全国平均（３０．１％）より３．５ポイント高い。 

業種別にみると、男性常用労働者比率は、製造業では「金属・同製品」（８６．０％）、「機械器具」（８５．０％）、

「窯業・土石」（８１．５％）、非製造業では「建設業」（８１．５％）、「運輸業」（８１．４％）の順で高い。 
一方、女性常用労働者比率は、製造業では「繊維工業」（６６．３％）、「食料品」（６２．４％）、非製造業では「情

報通信業」（５０．０％）で高く、製造業に従事する女性の割合は、非製造業に比べて８．８ポイント高くなってい

る。 
 

 
 
４．女性常用労働者数 

 
 香川県内の女性常用労働者数をみると、「１～９人」が最も多く６２．７％、次いで「１０～２９人」（１９．１％）、

「３０～９９人」（９．３％）と続く。 
また、１事業所当たりの人数は、１０．２人であった（全国平均９．５人）。 
業種別にみると、製造業１１．８人に対して、非製造業では８．７人と、製造業が３．１人多い結果となった。 

 

70.8

62.0

66.4

69.9

29.2

38.0

33.6

30.1

非製造業

製造業

香川県

全 国

（単位：％）常用労働者数

男性 女性

0人

8.1%

１～９人 62.7%

１０～２９人

19.1%

３０～９９人

9.3%

１００～３００人

0.8%

女性常用労働者数
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５．パートタイマー比率 

パートタイマー比率をみると、「０％」が４０．７％と最

も高く、次いで「１０％未満」（１７．９％）、「１０～２０％

未満」（１５．９％）と続いている。 
 １事業所当たりの比率を規模別にみると、「３０～９９

人」の事業所で１８．９％と最も高かった。 
全体の平均は、１３．２％であった。 

 １事業所当たりの比率を業種別にみると、製造業が１４．

６％、非製造業が１１．９％で、製造業の方が２．７ポイン

ト高い結果となった。 

 

調査結果の概要 
１．経営状況 

（１） 経営状況 
  県内中小企業の現在の経営状況は、「悪い」が４３．０％を占め、以下「変わらない」（４１．３％）、「良い」 

（１５．７％）の順となっている。「良い」は前年度より７．１ポイント高い結果となった。 
また、「悪い」は昨年度より４．７ポイント減少しており、経営状況の改善が見られる。 

  「良い」を規模別にみると、「１００～３００人」が２８．６％で最も高く、次いで「３０～９９人」が２６．

２％、「１０～２９人」が１０．６％という結果となった。 

 

パートタイマー比率 （％）

１事業所当

たりの比率
0% 10％未満

10～20％

未満

20～30％

未満

30～50％

未満

50～70％

未満
70％以上

14.8 42.4 18.6 12.1 8.1 8.7 6.2 4.0
13.2 40.7 17.9 15.9 9.3 8.1 7.3 0.8

１～９人 11.7 62.8 0 15.4 6.4 5.1 9.0 1.3
１０～２９人 10.2 43.8 22.5 12.4 11.2 6.7 2.2 1.1
３０～９９人 18.9 19.0 25.4 19.0 9.5 14.3 12.7 0
１００～３００人 15.1 0 50.0 25.0 12.5 6.3 6.3 0
製造業 14.6 31.7 21.7 16.7 11.7 10.8 6.7 0.8
非製造業 11.9 49.2 14.3 15.1 7.1 5.6 7.9 0.8

規

模

別

　

　全　国　　

　香　川　　

業

種

別

13.5 11.2 12.9 11.8 

5.0 
8.6 

15.7 

56.0 
58.8 60.6 59.2 

30.0 

43.7 41.3 

30.5 30.0 
26.5 

29.0 

65.0 

47.7 
43.0 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（単位：％）経営状況

良い 変わらない 悪い

 

0% 40.7%

10％未満

17.9%

10～20％未満

15.9%

20～30％未満 9.3%

30～50％未満

8.1%

50～70％未

満 7.3% 70％以上 0.8%

パートタイマー比率
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（２） 主要事業の今後の方針 
  現在行っている主要事業の今後の方針については、「現状維持」とする事業所が６８．５％と最も多く、昨年度

より２．１ポイント高い結果となった。 
「強化拡大」は２６．１％で、昨年度より２．６ポイント高く、「縮小・廃止・その他」は、５．４％で、昨年

度より４．７ポイント低い結果となった。 
  業種別では、製造業で「強化拡大」を考えている事業所は２８．６％、非製造業では２３．８％であった。一

方、「縮小・廃止・その他」は、製造業では４．２％、非製造業では６．５％であった。 
 

 
 
 
 
 
 
 

13.1

18.3

28.6

26.2

10.6

11.0

15.7

17.2

38.5

44.2

14.3

45.9

52.9

30.5

41.3

47.3

48.4

37.5

57.1

27.9

36.5

58.5

43.0

35.5

非製造業

製造業

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

香川県

全国

（単位：％）経営状況

良い 変わらない 悪い

27.0 24.7 
28.8 

25.9 
22.4 23.5 

26.1 

66.8 
70.3 

62.6 
66.9 67.3 66.4 68.5 

6.2 5.0 
8.6 7.2 

10.3 10.1 
5.4 

0

20

40

60

80

２８年度 ２９年度 ３０年度 令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度

（単位：％）主要事業の今後の方針

強化拡大 現状維持 縮小・廃止・その他
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（３）経営上の障害 

中小企業が直面している経営上の障害の今年度の上位３位は、「原材料・仕入品の高騰」（５４．８％）、「人材不

足（質の不足）」（４４．８％）、「販売不振・受注の減少」（３８．１％）で占められている。 
 特に、「原材料・仕入品の高騰」は、昨年度より２４．３ポイントの大幅な上昇となった。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23.8

28.6

53.8

45.2

16.5

17.3

26.1

30.2

69.7

67.2

46.2

53.2

77.6

74.1

68.5

64.2

6.5

4.2

1.6

5.9

8.6

5.4

5.6

非製造業

製造業

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

香川県

全国

（単位：％）主要事業の今後の方針

強化拡大 現状維持 縮小・廃止・その他

19.9

23.8

23.8

51.3

48.4

16.6

17.5

25.8

25.8

51.6

46.5

30.5

13.0

21.3

32.2

38.1

44.8

54.8

人件費の増大

同業他社との競争激化

労働力不足（量の不足）

販売不振・受注の減少

人材不足（質の不足）

原材料・仕入品の高騰

（単位：％）経営上の障害（３項目以内複数回答）

４年度 ３年度 ２年度
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（４） 経営上の強み 
自社の経営上の強みの今年度の上位３位は、「製品の品質・精度の高さ」（２７．４％）、次いで「技術力・製品

開発力」（２５．３％）、「財務体質の強さ・資金調達力」（２３．２％）で占められている。 
特に、「製品の品質・精度の高さ」は、昨年度より３．３ポイント高い結果となった。 

 
 
２．労働時間 

（１）週所定労働時間 
  週所定労働時間については、労働基準法で規定されている「週４０時間」以下を達成した事業所は９０．０％

で、前年度と比べて０．５ポイント増加した。 
 「週４０時間」を超える事業所は、業種別にみると、非製造業において未達成の割合が高く、また、規模別にみ

ると、「１～９人」の事業所での割合が高い。特例措置対象事業場を除く事業所においては、法定労働時間を守る

必要がある。 

 
 

 

20.4

24.5

19.0

21.5

27.7

20.8

25.2

23.7

23.4

24.1

21.5

22.8

23.2

25.3

27.4

製品・サービスの独自性

顧客への納品・サービスの速さ

財務体質の強さ・資金調達力

技術力・製品開発力

製品の品質・精度の高さ

（単位：％）
経営上の強み（３項目以内複数回答）

４年度 ３年度 ２年度

7.4 

8.5 

14.3 

6.5 

4.8 

11.3 

7.9 

15.8 

27.9 

31.4 

35.7 

29.0 

32.1 

26.3 

29.6 

26.7 

52.5 

52.5 

50.0 

54.8 

61.9 

41.3 

52.5 

49.1 

12.3 

7.6 

0 

9.7 

1.2 

21.3 

10.0 

8.4 

非製造業

製造業

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

香川県

全国

（単位：％）週所定労働時間

38時間以下 38時間超40時間未満 40時間 40時間超44時間以下

ワンポイントメモ 
 特例措置対象事業場（週４４時間）･･･常時使用する労働者（パート・アルバイト含む。）が１０人未満の①商

業②映画・演劇業③保健衛生業④接客娯楽業の事業所は適用することができます。 
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（２）月平均残業時間 
  月平均残業時間は、「１０～２０時間」（２６．６％）が最も多く、次いで「１０時間未満」（２５．３％）、「０

時間」（２２．３％）と続く。 
 従業員１人当たりの月平均残業時間は、１事業所当たり１２．５時間（昨年度１１．３時間）と増加した。 

 

 
 

３．有給休暇 

（１）年次有給休暇の平均付与日数 
年次有給休暇の平均付与日数は、「１５～２０日未満」（５３．７％）が最も多く、次いで「１０～１５日

未満」（１８．３％）、「２０～２５日未満」（１６．１％）と続く。 
年次有給休暇を１０日以上付与している事業所は、９２．７％となっている。 

 平均付与日数は、１６．３日で昨年度より１．１日増加した。 

 

22.3 
25.3 26.6 

11.6 12.9 

1.3 

24.6 

28.3 

23.2 

12.9 
10.3 

0.7 

23.6 24.4 
21.1 

18.2 

9.4 

3.3 

0

10

20

30

40

０
時
間

１
０
時
間
未
満

１
０
～
２
０
時
間
未
満

２
０
～
３
０
時
間
未
満

３
０
～
５
０
時
間
未
満

５
０
時
間
以
上

（単位：％）月平均残業時間

４年度 ３年度 ２年度

１０日未満 7.3%

１０～１５日未満
18.3%

１５～２０日未満
53.7%

２０～２５

日未満
16.1%

２５日以上 4.6%

年次有給休暇の平均付与日数
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（２）年次有給休暇の平均取得日数 
年次有給休暇の平均取得日数は、「５～１０日未満」（５２．３％）が最も多く、次いで、「１０～１５日未満」 

（２８．０％）、「５日未満」（９．６％）と続く。 
平均取得日数が１０日未満の事業所は、６１．９％となっている。 

  平均取得日数は、８．６日であり、昨年度より０．７日増加した。 

 
（３）年次有給休暇の平均取得率 
  年次有給休暇の平均取得率（有給休暇付与日数の内、有給休暇を取得した割合）は、「５０～７０％未満」（３

６．７％）が最も多く、次いで「７０～１００％未満」（２６．２％）であった。 
「５０％未満」である事業所は、３７．１％であった。 

 年次有給休暇平均取得率は、５５．２％であり、昨年度より１．５ポイント減少した。 

 
 

ワンポイントメモ 
年次有給休暇･･･労働基準法により、雇入れの日から起算して６ヶ月間継続勤務し、全所定労働日の８割以上出勤

した労働者（パートタイム含む。）に対し、１０日以上を付与することが定められています。 
ただし、週所定労働時間３０時間未満、かつ、週所定労働日数が４日以下のパートタイマーは、通常の労働者と

比較して比例付与となります。 
なお、２０１９年４月から、全ての企業において、年１０日以上の年次有給休暇が付与される労働者に対して、

年次有給休暇の日数のうち年５日については、使用者が時季を指定して取得させることが必要となっています。 

５日未満 9.6%

５～１０日未満

52.3%

１０～１５日未満

28.0%

１５～２０日未満

8.3%

２０日以上 1.8%

年次有給休暇の平均取得日数

１０％未満 2.3%

１０～２

０％未満

3.2%

２０～３０％未満

8.7%

３０～５０％

未満 22.9%

５０～７０％未満

36.7%

７０～１００％

26.2%

年次有給休暇の平均取得率
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４．従業員の採用及び給与 

（１）従業員の採用計画 
  令和４年度の従業員の採用計画について、「新卒採用を行った」と回答した事業所は１９．１％、「中途採用を行

った」と回答した事業所は４２．１％、「採用計画はなし」と回答した事業所は３８．８％であった。 
 規模別に見ると、「１～９人」では新卒・中途共に採用を行ったと回答した企業の割合が１８．５％にとどまっ

ている。一方、「１００～３００人」では１００％となっており、従業員規模が大きくなるほど採用計画のある割

合が高く、人材の獲得に意欲的であることがうかがえる。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

新卒採用

を行った

19.1%

中途採用を

行った 42.1%

採用計画は

なし 38.8%

従業員の採用計画

21.9 

16.1

40.9

24.4

21.6

4.9

19.1

19.3

35.0 

49.6

59.1

56.4

50.0

13.6

42.1

41.0

43.1 

34.3

19.2

28.4

81.5

38.8

39.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

非製造業

製造業

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

香川県

全国

（単位：％）従業員の採用計画

新卒採用を行った 中途採用を行った 採用計画はなし
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（２）新規学卒者の初任給 
 令和４年３月卒業の新規学卒者に対して、同年６月に支給した１人当たりの平均所定賃金（税込額）の調査結

果は次のとおりである。 

 
 

初任給 香川 全国

165,244

( 3,527 ) 173,942 174,927

181,058 ( 20 ) ( 5,137 )

( 1,033 )

-

( - ) 170,000 167,934

170,000 ( ▲ 11,254 ) ( 4,881 )

( ▲ 34,421 )

165,000

( ▲ 23,333 ) 183,412 185,573

190,316 ( ▲ 5,159 ) ( 2,936 )

( 1,566 )

-

( - ) - 181,847

- ( - ) ( 4,261 )

( - )

-

( - ) 165,000 182,237

165,000 ( ▲ 5,000 ) ( ▲ 158 )

( - )

-

( - ) - 182,269

- ( - ) ( 3,813 )

( - )

196,667

( 6,109 ) 200,526 203,354

202,180 ( ▲ 1,049 ) ( 1,249 )

( ▲ 10,412 )

-

( - ) 195,000 200,539

195,000 ( ▲ 58 ) ( 1,433 )

( ▲ 3,411 )

高校卒

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業

専門学校卒

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業

区　　　分

事務系

（単位：円）　　　※（　）内の数字は、前年との増減額 

大学卒

技術系

製造業

非製造業

製造業

非製造業

短大卒
（含高専）

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業
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初任給（高校卒） 初任給　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初任給  格差 事業所数 初任給  格差 対象者数 初任給  格差 対象者数 初任給 格差

1,488 174,927 100.0 368 167,934 100.0 2,675 175,179 100.0 596 168,248 100.0

20 173,942 99.4 1 170,000 101.2 31 172,479 98.5 1 170,000 101.0

　１～９人 1 192,000 105.1 1 192,000 103.2

　　１～４人 1 192,000 103.6 1 192,000 105.3

 　　５～９人

　１０～２９人 6 177,917 99.2 1 170,000 102.3 8 182,188 100.9 1 170,000 100.5

　　　１０～２０人　　　　　 3 188,333 104.5 1 170,000 101.3 4 193,750 107.2 1 170,000 100.1

　　　２１～２９人　　　　　 3 167,500 93.9 4 170,625 94.6

　３０～９９人 8 174,430 100.2 12 169,454 97.0

　１００～３００人 5 164,780 96.1 10 166,390 96.6

9 165,244 97.0 15 166,147 97.6

1 155,000 94.5 2 155,000 95.8

2 148,450 94.7 2 148,450 93.6

1 155,000 89.8 4 155,000 86.4

1 160,300 94.8 1 160,300 94.9

1 185,000 105.1 1 185,000 105.1

2 192,500 110.5 4 192,500 110.6

1 150,000 86.9 1 150,000 87.8

11 181,058 103.3 1 170,000 100.4 16 178,415 98.4 1 170,000 99.7

1 153,900 87.1 1 153,900 75.1

9 185,027 103.2 1 170,000 101.3 14 180,589 99.8 1 170,000 100.8

5 180,808 104.8 7 179,577 99.0

1 170,000 99.6 4 170,000 89.5

3 197,067 102.3 1 170,000 102.0 3 197,067 112.4 1 170,000 101.9

1 172,500 98.4 1 172,500 97.1

1 172,500 98.0 1 172,500 96.0

　　対個人サービス業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業

　　対事業所サービス業

　運輸業

　建設業

　　総合工事業

　　職別工事業

　　設備工事業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

　情報通信業

非製造業　計

　その他

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具
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初任給（専門学校卒） 初任給　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初任給  格差 事業所数 初任給  格差 対象者数 初任給  格差 対象者数 初任給 格差

501 185,573 100.0 125 181,847 100.0 715 185,750 100.0 174 185,518 100.0

11 183,412 98.8 13 185,005 99.6

　１～９人

　　１～４人

 　　５～９人

　１０～２９人 3 196,000 106.0 3 196,000 106.2

　　　１０～２０人　　　　　 1 210,000 112.7 1 210,000 113.0

　　　２１～２９人　　　　　 2 189,000 103.2 2 189,000 103.2

　３０～９９人 6 179,088 95.4 7 183,866 97.6

　１００～３００人 2 177,500 96.4 3 176,667 96.0

3 165,000 91.3 3 165,000 91.0

1 160,000 93.0 1 160,000 92.8

1 170,000 95.6 1 170,000 95.6

1 165,000 88.5 1 165,000 87.3

8 190,316 100.4 10 191,006 101.2

5 190,106 98.0 6 193,843 100.4

4 190,633 97.1 5 195,012 99.9

1 188,000 99.2 1 188,000 99.0

3 190,667 101.9 4 186,750 100.3

1 175,000 89.8 2 175,000 91.1

2 198,500 109.5 2 198,500 108.6

　運輸業

　建設業

　　総合工事業

　　職別工事業

　　対事業所サービス業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

非製造業　計

　　対個人サービス業

　その他

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　情報通信業
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初任給（短大・高専卒） 初任給　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初任給  格差 事業所数 初任給  格差 対象者数 初任給  格差 対象者数 初任給 格差

127 182,237 100.0 59 182,269 100.0 154 182,695 100.0 81 187,296 100.0

1 165,000 90.5 1 165,000 90.3

　１～９人

　　１～４人

 　　５～９人

　１０～２９人 1 165,000 93.0 1 165,000 93.3

　　　１０～２０人　　　　　 1 165,000 92.0 1 165,000 91.4

　　　２１～２９人　　　　　

　３０～９９人

　１００～３００人

1 165,000 89.8 1 165,000 88.9

1 165,000 91.5 1 165,000 89.8

1 165,000 88.7 1 165,000 85.9

　運輸業

　建設業

　　総合工事業

　　職別工事業

　　対事業所サービス業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

非製造業　計

　　対個人サービス業

　その他

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　情報通信業
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（注） 
新規学卒者の初任給は、採用した人数及び１人当たり平均初任給額の双方に回答した事業所を集計対象とし、

単純平均（１事業所当たり）及び加重平均（採用者１人当たり）の両方を示しています。 
 単純平均は、事業所ごとの１人あたり平均初任給額を足しあげ、事業所数で除した数値です。 
 加重平均は、各事業所の１人あたり平均初任給額に採用した人数を乗じて得た数の総和を採用した人数の総和

で除した数です。 
 

初任給（大学卒） 初任給　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初任給  格差 事業所数 初任給  格差 対象者数 初任給  格差 対象者数 初任給 格差

807 203,354 100.0 441 200,539 100.0 1,521 204,522 100.0 899 202,092 100.0

10 200,526 98.6 2 195,000 97.2 19 200,808 98.2 3 196,667 97.3

　１～９人

　　１～４人

 　　５～９人

　１０～２９人

　　　１０～２０人　　　　　

　　　２１～２９人　　　　　

　３０～９９人 6 199,877 98.2 9 200,373 98.2

　１００～３００人 4 201,500 99.2 2 195,000 97.3 10 201,200 98.2 3 196,667 97.2

3 196,667 97.8 5 202,000 99.6

1 190,000 99.1 1 190,000 98.9

1 190,000 98.3 1 190,000 98.3

1 210,000 103.3 3 210,000 102.9

7 202,180 98.3 2 195,000 97.7 14 200,383 97.3 3 196,667 97.3

4 203,365 97.3 1 190,000 93.0 8 198,245 94.8 1 190,000 93.4

2 191,250 91.1 1 190,000 92.8 5 191,000 91.3 1 190,000 92.8

1 200,000 96.5 2 200,000 94.4

1 230,961 111.3 1 230,961 110.9

3 200,600 99.1 1 200,000 100.6 6 203,233 100.6 2 200,000 98.0

1 206,000 101.4 1 200,000 99.6 2 206,000 102.1 2 200,000 97.2

2 197,900 98.4 4 201,850 99.6

　運輸業

　建設業

　　総合工事業

　　職別工事業

　　対事業所サービス業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

非製造業　計

　　対個人サービス業

　その他

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　繊維工業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　情報通信業
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（３）中途採用者の初回支給額 
 中途採用者に対して、同年６月に支給した１人当たりの平均所定賃金（税込額）の調査結果は次のとおりである。 
 

 

初回支給額 香川 全国

204,361

( - ) 207,363 212,357

212,550 ( - ) ( - )

( - )

206,731

( - ) 194,877 191,892

185,393 ( - ) ( - )

( - )

210,793

( - ) 217,714 220,156

224,636 ( - ) ( - )

( - )

216,300

( - ) 216,300 207,005

- ( - ) ( - )

( - )

165,000

( - ) 215,333 210,423

240,500 ( - ) ( - )

( - )

150,000

( - ) 150,000 196,379

- ( - ) ( - )

( - )

202,039

( - ) 216,011 238,334

227,189 ( - ) ( - )

( - )

208,302

( - ) 233,283 237,953

254,100 ( - ) ( - )

( - )

（単位：円）　　　※（　）内の数字は、前年との増減額 

区　　　分

高校卒

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業

専門学校卒

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業

短大卒
（含高専）

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業

大学卒

技術系

製造業

非製造業

事務系

製造業

非製造業
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初回支給額（高校卒） 初回支給額　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

2,618 212,357 100.0 1,128 191,892 100.0 5,531 208,719 100.0 1,931 190,801 100.0

30 207,363 97.6 18 194,877 101.6 45 207,593 99.5 30 197,227 103.4

　１～９人 3 195,667 88.3 1 170,000 94.3 3 195,667 88.9 1 170,000 94.3

　　１～４人 2 193,500 88.0 2 193,500 89.3

 　　５～９人 1 200,000 90.1 1 170,000 93.2 1 200,000 90.5 1 170,000 93.5

　１０～２９人 15 206,067 96.3 9 204,056 108.6 18 209,434 98.6 11 199,682 106.5

　　　１０～２０人　　　　　 9 210,630 97.6 5 233,200 125.1 11 212,334 99.3 5 233,200 126.0

　　　２１～２９人　　　　　 6 199,223 94.2 4 167,625 88.4 7 204,877 97.2 6 171,750 90.2

　３０～９９人 8 225,506 107.6 6 190,120 97.6 15 227,398 109.2 14 203,554 106.2

　１００～３００人 4 184,713 89.2 2 180,280 90.6 9 174,878 86.3 4 175,140 90.0

19 204,361 101.6 8 206,731 108.7 29 211,134 106.9 9 207,650 110.3

2 187,500 100.2 1 182,789 102.9 2 187,500 104.1 1 182,789 105.4

1 146,900 84.6 1 146,900 86.4

1 193,100 100.0 1 190,560 103.3 2 193,100 98.3 1 190,560 103.5

4 241,435 107.5 4 228,875 115.3 6 234,290 107.1 4 228,875 115.2

1 160,000 81.7 1 160,000 81.2

8 207,514 101.4 1 150,000 77.8 15 217,803 107.9 1 150,000 77.9

2 191,000 94.7 2 191,000 95.6

1 215,000 111.5 2 215,000 112.5

11 212,550 94.7 10 185,393 95.8 16 201,175 90.7 21 192,760 99.8

2 180,500 78.6 1 182,500 94.8 5 162,800 73.7 2 182,500 89.8

7 229,136 98.1 3 171,478 87.4 9 225,744 96.5 7 183,138 94.0

1 250,000 104.6 1 180,000 89.6 1 250,000 103.7 3 180,000 90.3

1 188,950 80.1 2 188,950 80.1

5 233,000 103.1 2 167,217 88.2 6 233,967 104.6 4 185,491 97.3

2 186,550 91.2 5 191,400 98.4 2 186,550 91.0 11 200,091 104.0

2 168,000 83.4 4 169,000 86.2

2 186,550 93.8 3 207,000 113.5 2 186,550 92.3 7 217,857 118.3

1 200,000 106.2 1 200,000 107.1

1 200,000 11.4 1 200,000 111.1

　繊維工業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

　全　国

　香　川

　

　
　

 

 
規

模
別

製造業　計

　食料品

　　総合工事業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　　対事業所サービス業

　　対個人サービス業

　　職別工事業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業
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初回支給額（専門学校卒） 初回支給額　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

521 220,156 100.0 316 207,005 100.0 729 221,981 100.0 451 203,767 100.0

8 217,714 98.9 1 216,300 104.5 11 216,810 97.7 1 216,300 106.2

　１～９人

　　１～４人

 　　５～９人

　１０～２９人 3 240,940 108.5 3 240,940 109.3

　　　１０～２０人　　　　　 1 270,000 124.3 1 270,000 124.4

　　　２１～２９人　　　　　 2 226,410 99.5 2 226,410 100.8

　３０～９９人 3 212,848 95.7 1 216,300 103.6 5 218,278 99.1 1 216,300 102.7

　１００～３００人 2 190,175 87.4 3 190,233 83.1

4 210,793 102.3 1 216,300 105.9 6 205,587 101.0 1 216,300 107.4

2 176,585 90.2 3 181,173 94.6

1 200,000 95.5 1 216,300 102.5 2 200,000 95.5 1 216,300 103.4

1 290,000 140.6 1 290,000 145.1

4 224,636 95.4 5 230,278 95.3

2 219,273 89.5 3 230,463 94.3

1 252,845 94.5 2 252,845 94.6

1 185,700 82.7 1 185,700 81.8

2 230,000 104.2 2 230,000 102.5

2 230,000 100.1 2 230,000 97.9

　繊維工業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

　全　国

　香　川

　

　

　
 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　　総合工事業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　　対事業所サービス業

　　対個人サービス業

　　職別工事業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業
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初回支給額（短大・高専卒） 初回支給額　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

180 210,423 100.0 168 196,379 100.0 232 207,423 100.0 216 199,805 100.0

3 215,333 102.3 1 150,000 76.4 3 215,333 103.8 1 150,000 75.1

　１～９人 1 150,000 92.1 1 150,000 92.1

　　１～４人 1 150,000 92.2 1 150,000 92.2

 　　５～９人

　１０～２９人 1 165,000 81.2 1 165,000 82.3

　　　１０～２０人　　　　　

　　　２１～２９人　　　　　 1 165,000 77.3 1 165,000 79.1

　３０～９９人

　１００～３００人 2 240,500 118.5 2 240,500 120.1

1 165,000 80.6 1 150,000 77.2 1 165,000 80.9 1 150,000 75.8

1 150,000 74.5 1 150,000 73.7

1 165,000 88.6 1 165,000 88.9

2 240,500 109.9 2 240,500 113.0

1 191,000 100.0 1 191,000 102.9

1 290,000 141.1 1 290,000 144.1

1 290,000 140.3 1 290,000 145.0

　繊維工業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　　総合工事業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　　対事業所サービス業

　　対個人サービス業

　　職別工事業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業
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（注） 
中途採用者の初回支給額は、採用した人数及び１人当たり平均初回支給額の双方に回答した事業所を集計対象

とし、単純平均（１事業所当たり）及び加重平均（採用者１人当たり）の両方を示しています。 
 単純平均は、事業所ごとの１人あたり平均初回支給額を足しあげ、事業所数で除した数値です。 
 加重平均は、各事業所の１人あたり平均初回支給額に採用した人数を乗じて得た数の総和を採用した人数の総

和で除した数です。 

初回支給額（大学卒） 初回支給額　単位：円

格差は全国を１００とした場合の比較

事業所数 初回支給額 格差 事業所数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差 対象者数 初回支給額 格差

962 238,334 100.0 805 237,953 100.0 1,439 239,104 100.0 1,360 244,026 100.0

9 216,011 90.6 11 233,283 98.0 11 222,664 93.1 16 224,257 91.9

　１～９人 1 250,000 110.4 1 250,000 105.3

　　１～４人 1 250,000 105.2 1 250,000 106.2

 　　５～９人

　１０～２９人 1 165,000 67.6 1 240,000 102.6 1 165,000 66.7 1 240,000 102.4

　　　１０～２０人　　　　　 1 240,000 102.5 1 240,000 100.7

　　　２１～２９人　　　　　 1 165,000 66.5 1 165,000 64.8

　３０～９９人 5 230,620 97.8 6 246,585 104.3 6 239,717 101.2 7 247,073 103.1

　１００～３００人 3 208,667 87.6 3 198,867 80.4 4 211,500 89.0 7 195,514 77.0

4 202,039 87.2 5 208,302 86.0 5 205,631 87.2 5 208,302 84.0

1 184,812 77.8 1 184,812 76.1

2 202,800 89.1 2 202,800 88.1

3 214,385 92.7 2 225,550 93.2 4 215,789 93.4 2 225,550 92.3

1 165,000 73.6 1 165,000 72.7

5 227,189 92.7 6 254,100 108.8 6 236,857 97.7 11 231,509 96.5

2 203,000 92.3 2 203,000 93.5

3 243,315 94.0 2 31,300 126.0 4 253,786 96.9 2 310,300 122.9

2 266,100 101.8 2 31,300 122.8 3 272,467 104.4 2 310,300 117.1

1 197,744 78.4 1 197,744 77.0

3 218,000 96.4 8 209,500 89.8

3 218,000 93.8 8 209,500 87.2

1 250,000 107.0 1 250,000 104.8

1 250,000 111.3 1 250,000 98.4

　繊維工業

単純平均 加重平均

技術系 事務系 技術系 事務系

　全　国

　香　川

　

　

　

 

 

規

模

別

製造業　計

　食料品

　　総合工事業

　木材・木製品

　印刷・同関連

　窯業・土石

　化学工業

　金属・同製品

　機械器具

　その他

非製造業　計

　情報通信業

　運輸業

　建設業

　　対事業所サービス業

　　対個人サービス業

　　職別工事業

　　設備工事業

　卸・小売業

　　卸売業

　　小売業

　サービス業
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（４）中途採用者の年齢層 
中途採用者の年齢層は、規模別に見ると、「１～９人」では５６歳以上の割合が３１．３％と高く、従業員規模

が小さいほど高年齢層の中途採用を行っていることが分かった。 

 
 
５．育児・介護休業 

（１）取得率 
  育児・介護休業の取得率については、各雇用形態で女性の取得率が男性を上回った。 
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25.0
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21.0 

23.1 

17.7 
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18.8 

22.1 

19.9 

3.1 

3.2 

5.9 

3.0 

12.5 

3.2 

6.3 

5.3 

6.3 

2.9 

5.5 

4.5 

18.8 

5.8 

6.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

非製造業

製造業

１００～３００人

３０～９９人

１０～２９人

１～９人

香川県

全国

（単位：％）中途採用を行った従業員の年齢層

２５歳以下 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５５歳 ５６～５９歳 ６０歳以上

育児休業取得率 （％）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

7.8 28.5 0.1 6.2 0.1 0.8 0.1
7.6 34.8 9.4 1.3

１～９人 5.8 1.4
１０～２９人 10.0 28.8 5.0 1.3
３０～９９人 8.2 67.2 16.4 1.6
１００～３００人 28.6 71.4 42.9 14.3
製造業 6.2 37.2 11.5 0.9 0.9
非製造業 9.0 32.4 7.2 1.8

正社員 パートタイマー 嘱託・契約社員派遣 その他

　全　国　　

　香　川　　

規

模
別

業

種

別

　

介護休業取得率 （％）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性

2.5 2.8 0.1 0.9 0.1 0.2 0.3 63.6
2.2 3.1 0.4 57.1

１～９人 1.4 91.3
１０～２９人 1.3 61.3
３０～９９人 3.3 4.9 23.0
１００～３００人 7.1 28.6 7.1 14.3
製造業 1.8 3.5 54.0
非製造業 2.7 2.7 0.9 60.4

　全　国　　

　香　川　　

規
模

別

業

種

別

その他
育児・介護

休業を取得
した従業員

はいない

　
正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員
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（２）代替要員 
  育児・介護休業を取得した従業員の代替要員については、「現在の人員で対応した」が５５．０％で最も高く、

次いで「他の部署の従業員・役員による代替、兼務」が２７．０％、「派遣の活用」が１７．０％の順であった。 
 

 
 
（３）出産時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応 
  出産時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応については、「特に実施していない（予定もな

い）」が４０．３％で最も高かった。 
  規模別にみると、「１００～３００人」の事業所で、「就業規則、労使協定など現行制度を改正する（し

た）」が６４．３％と高く、出産時育児休業制度（産後パパ育休）への取組に積極的であることがうかがえ

る。 

 

55.0 

27.0 
17.0 15.0 11.0 

4.0 3.0 
0.0

20.0

40.0

60.0

現
在
の
人
員
で
対
応
し
た

他
の
部
署
の
従
業
員
・役

員
に
よ
る
代
替
、
兼
務

派
遣
の
活
用

パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
、
ア
ル

バ
イ
ト
を
雇
い
入
れ
る

正
規
従
業
員
を
採
用

関
連
会
社
か
ら
の
人
員

応
援

そ
の
他

（単位：％）代替要員（複数回答）
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（単位：％）

出産時育児休業制度（産後パパ育休）の対象者への対応（複数回答）
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６．教育訓練 

（１）人材育成を目的とした教育訓練 
  人材育成を目的とした教育訓練については、「必要に応じたＯＪＴの実行」が５４．１％で最も高く、次い

で「自社内での研修会・勉強会の開催」が４２．５％、「民間の各種セミナー等への派遣」が３０．０％の順

で高かった。 

 
 
 
（２）付加価値・生産性向上を目的とした教育訓練 
  付加価値・生産性向上を目的とした教育訓練については、「各種資格の取得」が７１．１％で最も高く、次

いで「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」が４７．５％の順で高かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 

54.1 
42.5 

30.0 

15.5 14.2 12.9 9.0 6.9 6.9 2.1 1.3 1.3 1.3 
0.0

20.0

40.0

60.0

必
要
に
応
じ
た
Ｏ
Ｊ
Ｔ

の
実
行

自
社
内
で
の
研
修
会
・

勉
強
会
の
開
催

民
間
の
各
種
セ
ミ

ナ
ー
等
へ
の
派
遣

特
に
実
施
し
て
い
な
い

協
同
組
合
の
共
同
研

修
へ
の
派
遣

商
工
会
議
所
、
商
工

会
の
研
修
へ
の
派
遣

親
会
社
・取
引
先
の
共

同
研
修
へ
の
派
遣

通
信
教
育
の
受
講

公
共
職
業
訓
練
機
関

へ
の
派
遣

専
修
（専
門
）、
各
種

学
校
へ
の
派
遣

中
小
企
業
団
体
中
央

会
の
研
修
へ
の
派
遣

中
小
企
業
大
学
校
へ

の
派
遣

そ
の
他

（単位：％）人材育成を目的とした教育訓練（複数回答）
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（単位：％）付加価値・生産性向上を目的とした教育訓練（複数回答）
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７．価格転嫁 

（１）転嫁状況 
 原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況については、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、

「価格引上げの交渉中」、「これから価格引上げの交渉を行う」が合わせて６７．４％であり、約７割弱の事業所が

価格転嫁に向けて行動している。 
規模別にみると、「１００～３００人」の事業所で６１．５％が、「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引

上げの交渉中」と回答したのに対し、「１～９人」では３８．５％で、その差は２３．０ポイントとなっており、

規模による格差が見受けられる結果となった。 
  また、業種別では、製造業で「価格の引上げ（転嫁）に成功した」、「価格引上げの交渉中」が６３．６％、非製

造業では３７．２％であった。 

 
（２）転嫁内容 
  原材料費、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁内容については、「原材料分の転嫁を行った（行う予

定）」が６６．２％、「人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定）」が１９．７％、「利益確保分の転嫁を行

った（行う予定）」が１３．６％であった。 
規模別、業種別に見てみると、各項目で大きな差は無く、転嫁内容にはあまり影響しないことが分かった。 

 
（３）転嫁状況（一年前との比較） 
  一年前と比較した価格転嫁状況は、「１０～３０％未満」が３９．５％と最も高かった。 
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８．賃金改定 

（１）賃金改定実施状況 
  令和４年１月１日から同年７月１日までの間の賃金改定実施状況については、「引上げた」、「７月以降引上げる

予定」が合わせて６２．９％であり、昨年（４８．６％）より１４．３ポイント増加した。また、「引下げた・７

月以降引下げる予定」は０．８％であり、昨年（２．５％）より１．７ポイント減少した。 
  規模別にみると、「１００～３００人」の事業所で９２．９％が「引上げた」と回答したのに対し、「１～９人」

では２５．９％で、その差は６７．０ポイントとなっており、規模による格差が見受けられる結果となった。 
  また、業種別では、製造業で「引上げた」が５８．０％、非製造業では３６．６％であった。 

 
 
（２）平均昇給額・昇給率 
  令和４年１月から同年７月までの間に、常用労働者に定期昇給・ベースアップを実施した９７事業所の平均昇

給額・昇給率を見ると、単純平均の平均昇給額が７，５３５円（対前年比プラス１，１８０円）、平均昇給率は２．

９３％（対前年比プラス０．４２ポイント）となっている。 
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（３）賃金改定の内容 
  賃金改定の内容は、「定期昇給」が６１．８％で最も高く、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業

所）」が３０．６％、「ベースアップ」が１３．２％であった。 
 

 
 
（４）賃金改定の決定要素 
  賃金改定の決定要素は、「労働力の確保・定着」が６５．６％（前年度５７．６％）と最も高く、次いで前年度

１位の「企業の業績」が６０．３％（前年度５８．３％）、「労使関係の安定」が２５．８％（前年度３１．８％）

の順であった。 
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